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１，はじめに―問題の所在
２００９年１月１９日付けの『毎日新聞』の報道によれば，自民党は１月１８日，次期
衆議院選挙の「マニフェスト（政権公約）」の中に国会や選挙制度改革の一環と
して，（１）衆参両院の統合による一院制の導入，（２）議員定数削減，（３）議
員歳費削減―などを盛り込む方向で，一院制議会の導入を検討したという。また，
麻生太郎首相自身も，１８日の自民党大会において，ねじれ国会の現状にふれ，「国
会の制度やあり方を見直さなければいけない。衆参両院で非常に似通っている選
挙制度の見直しも必要になる」と指摘した。なお，一院制に関しては，すでに小
泉純一郎元首相が麻生首相に対して，「選挙で攻める材料をつくらないといけな
い」と公約化を助言した（『毎日新聞』，２００９年１月１９日，２面）。
ちなみに，国会の中では２００８年５月１６日，自民党議員が中心となって，「衆参
両院を統合し，一院制の新『国民議会』を創設する議員連盟」を設けた。この議
員連盟の会長は，衛藤征四郎衆議院予算委員長で，顧問には森嘉朗，小泉純一郎，
安倍晋三および福田康夫の歴代首相経験者らが，また，参与として，麻生太郎，
伊吹文明，古賀誠，中川秀直など歴代自民党幹事長らが名を連ねていた。議員連
盟設置の目的と背景について設立趣意書の中では，次のように謳っていた。
「……時代を画する構造改革，制度改革が次々に進展する中で，国権の最高機
関たる“国会の改革”は旧態然としたままで大きく立ち遅れている。このため，
われわれ衆参国会議員有志は，これまでの衆参両院を廃止し，新たに国民のため
の“一院制議会”を創ることをここに提唱する。
二院制のあり方が問われて久しい。両院において委員会の構成，審議のやり方
はほぼ同じで，しかも内容においても審議は反復に終始し，議会事務局，衛視に
至るまで夫々が独立して存在するなど，あまりにも重複している。２１世紀に入り，
世の中のスピードがすべてにわたって過去と比べものにならないほど早くなって
いるにもかかわらず，一刻を争うはずの国政上の課題が二度にわたる国会審議で
遅滞し，国民の背負うコストは膨大なものになっている。これらの機会損失を含
め，国家国民の損失は両院による二重チェックや慎重審議の利点をはるかに上回
るものと言わざるを得ない。
列国議会同盟に参加する約１８０ヵ国のうち四分の三の国々が一院制のもと，国
政を運営している。サミット参加主要７ヵ国は，いずれも二院制だが，それぞれ
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議員選出母体が異なっていたり，機能が整然と分かれていたりしており，わが国
のように二院が同様の選挙制度を採る国は少ない。
われわれは現今の二院制の存在意義を敢えて遡上に載せ，一院制の下，“国民
の最大の公益を提供する議会政治”の創造のため立ち上がることを決意した。衆
参両院を廃して新たに生まれる国民議会は審議をはるかに迅速化でき，また充実
した議論のため審議時間をしっかり確保し，内外の政治課題に今まで以上に臨機
応変，的確かつ迅速な対応ができる。衆参両院の優れた機能を兼ね備えた新『国
民議会』を構築し“改革と活力に満ちた国政”を実現しなければならない」（「衆
参両院を統合し，一院制の新国民議会を創設する議員連盟 設立趣意書」，２００８
年５月１６日）。
ところで我が国では，戦後，現行日本国憲法が制定されたとき（１９４６年），当
時日本を占領していた，「GHQ（連合国総司令部）」側はいわゆる“マッカーサ
－草案”において，国会を一院制としていた。しかし，これに驚いた日本側は旧
帝国憲法下でも，国会は衆議院と貴族院から成る二院制を採用していた事実を盾
に，二院制の存続を強固に主張した。そこで GHQは，公的選挙で議員を選出す
るならば，という点を条件に，現在のような衆議院と参議院から構成される二院
制を認めた経緯があった（高柳賢三・大友一郎・田中英夫『日本国憲法制定の過
程 原文と翻訳』［有斐閣，１９７２年］，３１１頁，同『日本国憲法制定の過程 
解説』，１９７～２００頁）。
我が国の第二院に相当する参議院は当初，良識の府として独自色を十分に発揮
し，それなりに機能していたといえる。しかしながら，その後，参議院の政党化
に伴い衆議院のいわば“コピー”と化し，しだいにその存在意義を失っていった。
そのため，この数十年間，参議院は一体何のために存在するのかといった，疑問
の声が国民の間から上がっていた。ことに，２００７年７月の参議院選挙において民
主党が議席を増大させて第一党へと躍進，一方，自民党は議席を大きく減らし予
野党の逆転が生じ，いわゆる「ねじれ現象」が見られるようになってから，国会
の二院制度に伴う多くの弊害を指摘する識者が少なくない
なお，ここでいう“一院制”とは，国会＝議会がただ一つの議院によって構成
される制度のことである。実際，第二次世界大戦以降，新たに独立した国家は議
会制度として，二院制ではなく一院制を採用する場合が多く見られ，また，以前
に二院制であった国家でも一院制へ移行する事例が増大している。ちなみに，世
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界最古の民主的議会を有するアイスランドの「アルシング」は一院制であったし，
議会制民主主義の母国といわれている，英国の議会も当初は大貴族のみで構成さ
れた一院制議会の長い歴史を経て，現在のような庶民院と貴族院に二分されたの
である（http : ja. wikipedia. org/wiki/）。
一般的に，一院制議会の長所として，次の点が挙げられる。（１）立法上の行
き詰まりが生じにくい，（２）効率的な審議および政策決定が迅速となる，（３）
両院間の意思の統一をはかる必要がなく，立法過程が単純となる，（４）第二院
の維持に係る経費は不要となる。一方，一院制議会の短所として，（１）立法権
が一つの機関に集中する，（２）慎重な審議の点で劣る，（３）一院の衝動的な行
動を抑制できにくい，（４）一院の数が代表となる，（５）多様な意見や利益を詳
細に代表させにくい，などの点が挙げられる（田中喜彦「二院制をめぐる論点」
『調査と情報：イッシュ・ブリーフ』第４２９号［２００３年８月］，６頁）。
そこでこの研究ノートでは，以上で述べた認識を踏まえて，世界の一院制議会
国の動向を調査・紹介し，わが国の国会における“一院制”を検討する場合の参
考資料に供することを目指したい。
論述は，第２章では，ルイス・マスコット（Louis Massicotte）の論文「一院
制議会：世界的調査と少数の事例研究（２００１年）」に基づいて，一院制議会成立
の要因，動向，および一院制議会増大の背景などを述べた後に，二院制から一院
制議会へと転換した国家の事例，すなわち，ニュージーランド，デンマークおよ
びスウェーデン各国，また州レベルの実例としてネブラスカ，ケベックおよびク
インーズランド各州の実態を概観する（Louis Massicotte,” Legislative Unicameral-
ism : A Global Survey and a Few Case Studies” in Nicholas D.J.Baldwin & Donald
Shell [eds.], Second Chambers [London : Frank Cass, 2001]，pp.151―170）。
続いて第３章では，マスコット論文の調査結果を踏まえて，新たに『世界年
艦，２００８年版』（時事通信社刊）の中に盛られた各国の政治データーを利用し，２００７
年時点での各地域ごとの実態，つまり，アジア，オセアニア，中東，アフリカ，
北・中・南アメリカ，欧州，および独立共同体各地域の一院制議会と二院制議会
の採用状況を検討し，直近の世界における一院制議会国家の“定量的”分析を試
みることにしたい。
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２，一院制議会の発展と特質
本章では，Ｒ・マスコットの論文「一院制議会：世界的調査と少数の事例研究」
の内容を紹介する。マスコットは，以下のように論じている。
皆さんは，第二院に向けられた特定の争点との関連において，一院制議会を論
じることは意外なことのように思われるかもしれない。しかしながら，少なくと
も論じるべき一つの正しい理由が存在する。例えば，現在，「列国議会同盟：IPU
（Inter-Parliamentary Union）」に所属する１７８ヵ国の中で，二院制議会は全国家の
約３６％を占めており，一院制議会の約６４％よりかなり少ない（L.Massicotte, op.,
cit,” Legislative Unicameralism”, p.151）。
また，今日“上院”と呼ばれている，第二院も多くの場合，その名称と存続し
た大部分の時期を見ると，表面的には対等な議院というよりも，立法上の活動領
域では小さな役割しか果たしていないのが実態である。その特徴は，研究者たち
の指摘では，多くの国々では形式上二院制議会を採用しているものの，しかしそ
の実態は一院制議会であった，と主張されている。
連邦国家の間においては，第二院が連邦レベルでふさわしく，実際に必要であ
るという一般的評価も，連邦国家の州レベルでは４５０州の僅かに７３州のみが一院
制であるという事実により曖昧にされている。二院制議会の採用は，米国とオー
ストラリア（ただし，各々１州は除く）においてのみ優勢であって，アルゼンチ
ン（２３の９州），インド（２５の５州），ロシア（８９の４地区）およびミクロネシア
（４の１州）の少数地域において存続しているにすぎない。一方，一院制州議会
はドイツ，オーストリア，ベルギー，スイスおよびカナダを含めたその他のすべ
ての連邦国家で一般的に見られ，我々はこれにスペインのすべての自治共同体や，
スコットランド議会とウェールズ国民議会も一院制議会の中に加えたい，と思う。
最後に，欧州議会もまた一院制を採用していることを付記しておきたい。
現在では，大きな発言権を求める小国家の要求は，目的成就のために第二院を
創設するよりも，人口という正当な理由により多くの議席を手にすることで満足
しているようである（Ibid.）。
（１）一院制議会成立の要因
一般に，一院制議会はその国家の特徴と関連を持ち，ある程度その特徴の
存在または不在によって説明できるであろうか。もちろん，そうである。そ
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の特徴は，次の４つである。
“連邦制を採用してない国家”や中央政府から権限移譲の取り決めは，
一院制議会と関係する第１の独立変数である。連邦国家では，国民は厳格
に人口を基準にしている一方で，州を基準にして代表されることがほぼ受
け入れられている。小単位の勢力が膨張した国家で第二院を創設すること
は，多くの場合，連邦制誕生の前提条件であった。この相互関係は極めて
密接である。すなわち，活動的な議会を有する20の連邦制をとる国家の中
で，３ヵ国を除いてすべての国家が第二院を設けている。一院制議会を設
けているのは，セント・キッチ＆ネヴィス（人口４万１，０００），ミクロネ
シア（１０万９，０００）およびベネズエラ（９１万６４４５）と人口の少ない国家の
みである。一方，単一国家では，３分の２以上の国家が一院制議会を採用
している。
人口は第二の独立変数である。その基本的理由は，小さな人口しか持
たない国家では，第二院が多くの場合，不経済でかつ余分な機関であると
見られているからである。５００万人以下の人口しか持たない７７ヵ国の中
で，５５ヵ国が一院制議会を採用している。
地理的規模は，いつもというわけではないが，多くの場合，人口と関
連した変数である。小国家では，第二院を持つ必要性は明確でない。何故
なら，小国家において人口は広範な地域に分散されていないからである。
一院制議会はまた，安定した民主的な国家（ここでは，一応１９８１年以
降，民主主義を持続している国家と定義しておく）と何らかの関連を持っ
ている。この点は，やや逆説的に聞こえるかもしれない。というのは歴史
的には，第二院は多くの場合，非民主的な特徴を有し，しかも民主主義の
進行に歯止めをかける存在として批判されてきたからである。だが，その
相互関係はこの一般化を正当化できるほど十分に強力である。最近の歴史
的事実を概観するなら，安定した民主的な国家は没落，革命もしくは軍事
クーデターと関係なく存続してきたし，そのすべての要因が他の地域では
多数の第二院の消滅につながっていた（Ibid ., p.152）。
もちろん，そのような相関関係は単に暗示的なものにすぎない点も否め
ない。例えば，中国は，その地理的規模と人口にもかかわらず，一院制議
会であるし，一方，（米国の）ワイオミングおよび（オーストラリアの）
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タスマニアのような小さな州レベルでは依然として二院制議会を維持して
いる，からである。従って，我々としては，第二院がかつてのソ連をより
民主的にしたとは主張できないし，ましてや立法府が一院制だという点を
口実にしてスウェーデンやデンマークのような国家の民主的実績に異議を
申し立てることもできない。
このような相関関係が，特定の国家に単一の議院を選択させたすべての
要因を反映しているとは必ずしもいえない。実際に第二院が存続するか否
かは，多様な変数の相互作用に起因している。例えば，無能で非民主的な
存在と見られない限り，第二院はその配置のなかで改革されてきたといえ
るのか。それは，自身の廃止を要求しない方法で行動するのか。歴史的偶
然性や国家破局の重要性を，いかなる場合でも過小評価すべきでない，と
考える。我々の見解では，第二院は一度確立されたならば，外国からの侵
入または革命による体制崩壊を避けることができた極めて幸運な国家にお
いて，長期間みごとに生き延びてきた，ということである（Ibid.）。
（２）一院制議会の歴史的傾向
一院制議会の支持者たちは，上で述べたような傾向を，“将来の波”であ
ると，強力に主張している（J.Unruh, ”Unicameralism-The Wave of the Future”,
in D.C.Herzberg and A.Rosenthal [eds.], Strengthening the States : Essays on
Legislative Reform [Doubleday & Co., 1971], pp.89-97）。この点は実際には，
最近の政治的事情がいくつかの条件を正当化しているとはいえ，歴史的傾向
の考察でほぼ支持されている。
近年，世界では明らかに，一院制議会へ向かう長期的な傾向が存在してい
る。１９１０年にサー・ジョン・マリオット（Sir John Marriott）は節をつけて
述べている。“明白な傾向が見られる。珍しいことに満場一致で，文明化さ
れた世界は二院制議会に賛成であると決定を下した。・・・いかなる近代国
家といえども，政府の形態を問わず，第二院が不要であるという見解に同意
を与えていない“。その当時，英国支配下にあって議会制度を有する50の主
権国家の中で，一院制議会はバルカン諸国，中央アメリカ，もしくは極めて
小さな国々（ルクセンブルグ，リヒテンシュタインおよびモナコ）において
のみ設けられており，そのすべては当然のことながら，前述したマリオット
が定義した文明世界の外側に位置していた。二度の世界大戦を経験して生じ
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た政治的大変動と共産主義が波及した後の１９５０年頃でさえ，一院制議会はま
だ，当時存在していた主権国家の五分の二（８０ヵ国中２９ヵ国）以下であった。
だが，驚くべきことに，今日では，既述のように，列国議会同盟国に加盟し
ている五分の三以上の国家が一院制議会を採用しているのである。
このような傾向は同じく，連邦国家の間でも見られる。第二院は現在，ア
メリカ合衆国およびオーストラリア諸州では一般的であるのに対して，ネブ
ラスカ（１９３７年）とクイーンズランド（１９２２年）は，かつて第二院を採用し
ていたすべてのカナダの諸州，ブラジルの諸州およびナイジェリアの諸州の
ように，一院制議会へ転換した。ドイツにおいて，上院はヴィルヘルム帝国
の２５州中９州で存在していた。しかし，ワイマール共和国下では，二院制議
会はプロシャで存続したにすぎない。１９４９年以降，バイエルンが上院を有す
る唯一のドイツの州であったが，それも１９９８年に廃止された。インド連邦の
州レベルでは，二院制議会は１９６０年代初頭，１５州中１０州で存在していた。し
かし今日では，２５州中わずか５州にすぎない。アルゼンチンでは州議会１４中
１０州が，ペロン政権以前は二院制議会を採用していた。だが，今日では，そ
れは２３州中の９州にすぎない。ちなみに，スイスの州議会は，大昔から一院
制議会を採用していた。
ただ，過去２０年以上にわたって，二院制議会がそれ以前の30年間以上より
もはるかに隆盛となった点を忘れてはいけない。実際，１９５０年と１９７０年の間
に，多くの国々が第二院を創設または復活させている（１７ヵ国）というより
も廃止しており（１９ヵ国），９ヵ国は第二院を創設したものの，この間にそ
れを廃止している。しかしながら，１９８０年から１９９９年の時期には，わずか６
ヵ国が第二院を廃止したにすぎず，その間に，第二院は１１ヵ国で復活し，１４
ヵ国では新たに創設され，その数は都合２５ヵ国となった。活動中の議会を持
つ国家の間では，一院制議会の割合は１９８０年の時点での６７．５％から，今日で
は６４％にまで減少したのである（op, cit ., “Legislative Unicameralism”, pp.153
-154）。
（３）一院制議会台頭の背景
それでは，我々は一院制議会の長期的台頭をどのように説明すべきなのか。
歴史的記録を検討してみると，次の点が明らかである。すなわち，一院制議
会には二つの明確な経路が存在していると。つまり，ある国家では第二院を
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全く設けておらず，一方，他の国家ではそれを設けたものの，その後廃止し
ている。
現在，一院制議会を設けている１１４ヵ国の中で，７９ヵ国は明らかに，その
議会史を通じて一度も第二院を設けたことがなかった（図表のリストを参
照）。要するに，一院制議会は一般的ではなかった。というのも，二院制議
会の国家では，第二院は不適当であると考えられていたからである。むしろ，
その大きな理由は主として，１９５０年代以降，数十ヵ国のアフリカ，アジア，
カリブおよび太平洋諸国が独立し，それらが概して一院制議会を設け，主権
国家の数が８０ヵ国から１９０ヵ国まで大きく増大した事実に求められる。
それでは，何故そうなったのか。以下のような，一般的仮説を示すことが
可能である。
これらの国家の大部分は，単一政府の形態を採用し，しかもその多くは
小規模でかつ人口も少なかった。これらのすべての要因もあって，西側民
主国家の間でさえ一般に一院制議会が支持された。
これらの国家の多くにとって，問題は第二院の必要性が存在するのかで
はなく，ともかく複数政党が存在する議会が必要なのかにあった。１０年前
までは，たとえ良くても，単に富める西側諸国が提供する贅沢品として，
そしてせいぜい悪くても，資本家階級の支配をごまかす一つの無益な外見
として，多元的民主主義を退けることが特定の国家の間で流行っていた。
これらの国家の多くは，１９６０年代と１９７０年代に早々と憲法を制定したが，
この時代に第二院は西欧民主国家の間では人気がなく，多くの場合，余分
な反動的でもしくは非民主的なものとして先進国で非難されていた。これ
はまた，政府は行動する手段を与えられさえすれば，政府はすべての問題
を解決してくれるという考えが，一般に受容されていた時代であったから
に他ならない。すなわち，一院制議会は，二院制議会よりはるかに機能的
なものとして，この当時のイデオロギー的傾向と合致し，二院制議会は抑
制される必要がある個人的自由への恒常的な脅威である，という政府の考
えとも一致していた。
さらに，これらの国家の大部分は貧しかった。こうした状況の中では，
第二院は不経済であるという西側諸国家においてしばしば聞かれた議論が
幅をきかせていた。
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これらの国家のいくつかは共産党に長い間支配され，共産党は連邦制を
採用している場合を除き，二院制議会に基本的に反対していた。
これらの国家の多くが民族・言語学上異質であったいう現状もあって，
複雑な社会の正統な代表を担保するため，これらの国家は二院制議会を選
択した。しかしながら，多くの国家が関心を寄せたのは，第二院の創設を
通じて，民族・言語的または地域的分裂の存在を正式に認めることが，植
民地の過去からの遺産を受け継いで意のままに境界線を設け，今や脆弱な
政権に分裂を生みだす圧力を緩和させるよりもそれを活性化したことであ
る。
一院制議会の第二集団は以前には，第二院を持っていた。だが，それを廃止し
た。再び歴史上の記録を検討すると，われわれは３４ヵ国がかつて第二院を設けて
いたが，しかし，いまではそれを保持していないことを発見した（図表を参照）。
これは極めて重要な発見である。つまり，二院制を試みた国家はほとんど存在せ
ず，廃止した国家が多数を占めていた。しかも，１１４ヵ国の中ではほんの少数に
すぎない。多数の国家（およそ三分の二）は過去に二院制議会を設けていたので
ある。
上で述べた，第二院を廃止した３４ヵ国の中に，われわれは二つの明確な集団を
見つけた。
圧倒的といってよいほど，第二院の消滅について最も頻繁に語られる筋
書きは，権威主義的右翼政権を抱えた発展途上国のそれである。これらの
国々の政権は，リベラルで民主的構造をまねた見かけだけの憲法を制定し，
任命または選挙に基づく第二院を持っていた。そのような議会は国民の間
に深く定着しておらず，従って多くの場合，人望のないまたは腐敗した政
権を偽装することに奉仕していた。その典型的な事例を挙げるなら，カス
トロ以前のキューバ，ソモザス下のニガァラガ，ファルーク王下のエジプ
ト，ヌリ・サィード下のイラク，イドリス王下のリビア，シャー王下のイ
ラン，ホルティ海軍大将下のハンガリー上院，およびサラザールとカエタ
ノ下のポルトガル組合議会である。われわれが知るかぎり，これらの国家
の上院は二院制議会の理論的課題にほとんど答えることができず，しかも
政治過程において重要な独自の役割を果たしていなかった。これらの政権
が革命，軍事進攻，軍のクーデターまたはその他の方法で崩壊した際に，
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他のすべての外観的飾りのように第二院は崩れ去り，決して再現されるこ
とがなかった。これらの国家で第二院が廃止されたことは，主要な政治的
大改革の取るに足らぬ特徴であり，それは時々立憲政府の外壁を壊した。
第二院の相関関係に焦点を寄せた深い国民の議論も見られず，第二院は社
会から欠陥があると思われたのである。
少数の立憲的および民主的政府において，第二院は比較的長期にわたっ
て立派に機能してきた。しかし数年も過ぎると，それは余分で，突出し，
贅沢でもしくは反・民主的なものと考えられ，それ故，分離されるかもし
くは新しい憲法の外観の一部として廃止された。これらのリストの中には，
ニュージーランド（１９５１年），デンマーク（１９５３年），スウェーデン（１９７０
年）およびアイスランド（１９９１年）が含まれ，それにはまた，スリランカ
（１９７１年），エクアドア（１９７９年），ペル （ー１９９２年）およびベネズエラ（１９９９
年）のように，より変化に満ちた立憲史をもつ国家もつけ加えてよい。こ
れらの事例の大部分において，一院制議会は秩序だった過程と注意深い議
論の結果から生じたのである。
第二院は，もしそれが国民によって直接選出されていたなら，存続できる正し
い見通しがあったと考えられる。何故ならその当時，第二院は異常なまたは非民
主的なものと烙印を押されていなかったからである。その点に，いくつかの真実
が存在するのかもしれない。しかしながら，直接選挙それ自体が必ずしも，かつ
て設立された多くの機関が廃止されたように，第二院を存在不可能なものにした
わけでない。その事例を挙げるなら，ネブラスカ（１９３７年），キューバ（１９６０年），
エクアドル（１９７９年），ニガァラガ（１９７９年），トルコ（１９８０年），ペルー（１９９２
年）およびベネズエラ（１９９９年）の上院がそうである。もし選挙権が広範に認め
られていたなら，直接選挙の実施により完全に非民主的な制度への批判に対応し
て上院を維持できたであろう。しかし，余分でかつ無駄であるという批判に反論
し，またすべての立憲的政権の崩壊を招くものではないとは，説得できなかった
（Ibid ., pp.155-156）。
（４）一院制議会の後退
第二院を廃止した国家が，その後第二院の復活を決め，それ故，一つの“間
違い”を犯したと認めたであろうか。実際，第二院は絶対必要だと考えた人々
に安心感を与えた事例がいくつか存在する（１７の事例を発見）。つまり，十
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分な討論の後に，通常な状況の中で廃止された上院を復活させている，成熟
した民主的国家の中では事例を見出すことができなかった。我々が見つけた
上院復活の大多数の事例は，第二院が権威主義的政権の出現した後に速やか
に廃止された国家で生じ，そして，その国家が民主的方向へと転換した時に
後に復活しているのである。
その典型的事例はスペインである。そこではリベラルな時代の上院が，プ
リモデリベラ将軍が政権を掌握した時の１９２３年，議会政治とともに消滅した。
共和制（１９３１―３９年）とフランコ体制の両方は後に，第二院を不要だとした。
しかしながら，１９７６年，すなわち，国家が民主的方向へと転換し，そのよう
な政権に権限が移譲された時，スペインでは上院を復活させる動きが見られ
た。
廃墟から生じた著名な不死鳥のように，生き返った上院はフランス（１８５２
以後），メキシコ（１８７４年），ドミニカ（１９２４年），ドイツ（１９４９年），パラグ
アイ（１９６７年），グレナダ（１９８３年），ハイチ（１９８７年），ポーランド（１８８９
年），ルーマニア（１９９１年），エチオピア（１９９５年），モロッコ（１９９６年）お
よびカンボジア（１９９８年）において，今日でも存在している。フィリピンで
は，上院は１９３５年憲法により廃止された。しかし，５年後に憲法修正の方法
で復活し，それは１９７２年にマルコス独裁の下で消滅したが，１９８６年に民主的
政権とともに再び出現した。タイにおいては，上院は１９４６年以来，ほぼあら
ゆる軍事クーデターにより消滅してはまた再浮上してきた。南アフリカで
は，１９８０年に二院制議会から一院制議会に移行し，その後，１９８３年に人種に
基づく三院制議会へ変わり，そして１９９４年には二院制議会に復帰した。内戦
中，チェコスロバキアは直接選挙の上院を持っていた。共産主義者が政権を
握った時，一院制議会を選択した。しかし，国家が連邦制として再生された
時の１９６９年に第二院を設けた。その後継国家のひとつである，チェコ共和国
もまた直接選挙の上院を持っている。
その他の興味ある傾向は，これまで一度も第二院を設けていなかったが，
しかし第二院の設置を決めた国家の事例である。第二院はクロアチア（１９９０
年），ロシア（１９９３年），キルギスタン（１９９４年），カザフスタン（１９９５年），
ベラルーシ（１９９６年），ボスニア―ヘルツェゴビナ（１９９８年），タジキスタン
（１９９９年）のようにかつての共産主義国家で設置され，同じくアフリカ大陸
134
の国でも設置された。すなわち，ナビビア（１９８９年），ブリキナファソ，ガ
ボンおよびマウレタニア（１９９１年），コンゴ‐ブラザヴィル（１９９２年），アル
ジェリア（１９９６年），セネガル（１９９８年），並びにアジア‐太平洋地域，すな
わち，パキスタン（１９７３年），パラオ（１９８１年）およびネパール（１９９０年）
でも第二院が設置された（Ibid ., pp.156 -157）。
他方，第二院を注意深い議論と熟慮の後に廃止した民主的国家や州レベル
機関では全く失望感をもたらしたようには思えない。以下で述べる事例はよ
く報道されてきたし，しかも詳細な方法で研究されている。
（５）第二院を廃止した６つの事例
ニュージーランド国（１９５１年）
ニュージーランドの上院議員は，当初生涯にわたり，そして１８９１年以降
は，延長できる７年の任期で総督により任命されていた。主要な改革は１９１４
年に採択され，上院を比例代表制（PR）に基づいて選出する議院に変え
た。しかしながら，戦争の勃発は改革を引き延ばし，そのため改革は全く
実行されなかった。明確な定員が存在しなかったので，後継政府は上院を
一方的に批判し，そのため上院は“官職投げ売りの拠点”だとか“制度上
取るに足らない“という辛辣な評判を受けた。
英連邦内の最初の国家である，ニュージーランドに一院制議会を選択さ
せた事情は，必ずしも改革者たちの不断の努力によるものではなく，それ
は一人の個人，すなわち，国民党の指導者シドニーＧ・ホーランド（Sidney
G・Holland）に多くを負っている。労働党政権時代に野党を指導してい
た間，ホーランドは政府を追い込むために，１９４７年に上院廃止法案を提出
した。その法案は否決されたものの，しかし同じ年に，二つの新たな進展
が変化への道筋を明確にした。一つは，ニュージーランドがウェストミン
スター憲章を採択し，英国に何ら相談なしに，自国の憲法を改正できる完
全な権限を獲得したことである。二つは，事務総長の恩給要綱が採択され，
かくして，上院最後の事務慣行の一つが排除されたことである。上院の廃
止は，１９４９年の選挙で国民党の綱領の中において小さな公約にすぎなかっ
たが，この選挙で国民党が勝利した。
その結果，ホーランドは上院廃止法案の下院通過を確実なものにした。
当該法案には，現職上院議員の補償金は含まれておらず，そこでホーラン
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ドは上院の廃止にあたって提携した１８名の新しく任命された議員と一緒に
上院を束ねなければならなかった。この“特別チーム”の議員たちが動揺
したことは，期待した成果を手に入れようとしたその他の上院議員（全部
で２５名）へのその後の任命につながった。先の法案は上院を２６対１６で通過
し，それは１９５１年１月に施行されたのである。
論争はその後も続き，それは古い上院への失望感からではなく，いくつ
かの対抗勢力が政府の「抑制のない権限」を求める広範な意見に煽動され
たからである。議会の委員会は，１９５２年，１９６１年および１９６４年に論点を検
討した。選挙制度に関する王立委員会は，１９８６年にいかなる第二院も必要
でないと結論づけた。サー・ジェフリー・パルマ （ーSir Geoffrey Palmer）
とジム・ブローガー（Jim Bolger）が首相になる前に，彼らは選挙された
第二院に共感を抱いていた。しかし，この点について国民は懐疑的であっ
て，いかなる措置も取らなかった。１９９０年に実施された世論調査では，２１％
が議会の上院設置を支持し，４３％が反対で，そして３６％は意見なしであっ
た。それよりも，上で紹介した首相を信じた人々は下院の比例代表制の導
入に，極めて強い関心を寄せ，それまでの首相の不人気な業績のせいもあ
って，多くの改革者たちの熱情を鎮静化させてしまったのである（Ibid .,
pp.158 -159）。
デンマーク国（１９５３年）
デンマークの第二院は，１９１５年に改革された時，３５歳以上の有権者によ
り間接的に選出された四分の三の議員と，それに加えて，政党の党員を基
礎に上院自身によって選出された４分の１の議員から構成されていた。一
院制議会は，社会民主党から結成以来支持され，彼らは１９２９年以降勢力を
大きく拡大し，急進党と永続的な連立内閣を形成し，そして，社会民主党
は，強力な連立を組んで１９３６年に上院の多数派を確保した後も，党の立場
を変えなかった。
保守党の同意を得るために，連立政権は修正されたノルウェー方式の取
り決めを考案し，それに基づき１７５名の議員が国民により直接選出される
ことになった。第二院は二つの部門の議員により構成されることになった。
すなわち，国民から議会の直接選挙で選出された３５名，議会への候補者と
して（組合議院に関する保守党の夢の譲歩として）立候補していない人々
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で国民党の表（リスト）の中から選出した３４名，並びにフェロー諸島の州
議会を代表する１名の議員の全体で７０名である。残りの１１５名の議員は，
第一院を構成した。両院は同じ権限をもっていた。
改革案は両院でもって承認され，総選挙後，それは１９３９年，国民投票に
付された。改革案は投票者の９１％の支持を得たものの，しかし失敗に終わ
った。実際に勝利を得るには，賛成票は反対票よりも多くなければならず，
しかも全有権者の４５％を確保しなければならなかったからである。投票数
が少なく，それは０．５％の基準（１万１，８１２票）に達しなかった。
第二次世界大戦後，この問題が再び持ち上がった。数年の議論を経て，
一つの妥協案が１９５３年１月，自由党，保守党，急進党，社会民主党および
正義党の間で成立した。その際，共産党のみが合意のカヤの外に置かれた。
妥協案の核心は，右派政党が議会で腐敗した左派多数党への安全装置と引
き換えに，公明正大な一院制議会を受け入れたことである。主要な論点は，
議員が反対する財政的内容を含まない重要法案に対して国民投票を要求す
ることを議員の３分の１の賛成で認める規定とオンブズマン制度であった。
総選挙の後再び，改革条項が１９５３年３月２８日に実施された国民投票に付
された。その提案は，投票者の７７．５％の支持を得た（１９３９年よりも支持者
は少なかった）。しかし今回は，投票者が増大し，賛成票は全有権者の４５．８％
に達し成立した。
この経験が明らかにした点は，妥協により社会民主党が潜在的に厄介な
障害物を廃止したように，社会民主党の優位にかなり役立ったことである。
一方，国民投票による安全装置はほとんど効果がなかった（それは40年間
で一度だけ利用された）。他方，その後議会では与党多数派の不在が，よ
り強力な議会委員会の設置と相まって，第二院とともに消滅した一種の平
衡力となった（Ibid ., pp.160 -161）。
スウェーデン国（１９７０年）
スウェーデンで第一院と呼ばれたものは，国民が直接選出した“第二院”
の急進的多数派への歯止めとして１８６７年に立案されたが，その第一院は皮
肉なことに，次の改革者の間では，野党よりも社会民主党支配によって多
大な影響を受けた。廃止に先立って，第一院は８年の任期で市議会（それ
自体は比例代表で直接選出）により間接的に選出され，それは第二院と同
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等の権限をもっていた。政治的には，第一院はもともと，非社会主義政党
の支配を受けていた。しかし，１９４１年に社会民主党の支配下に置かれ，そ
の廃止まで存続した。実際，１９５７年の選挙後，社会民主党は第一院では過
半数を得て政権を担当し，第二院（直接選出）では強力な大多数の議席を
堅持していた。
一院制議会は，両院で対立する多数派の問題，また第二院のために利用
された比例代表選挙制が分断された野党に反して社会民主党に小さな利点
を与えた事実もあって，強力に推進された。そして多くの場合，比例代表
選挙制は非社会主義政党が一般投票の過半数を得ていた間でさえ，左翼（社
会民主党と共産党）を支持する多数派を生み出す結果となった。1963年と
1966年の間に，保守党，中央党および社会民主党は，各政党の支持勢力を
より厳格に反映した比例代表制に基づき選出された単一議会について，自
由党と同じ選択をした。そして１９６７年には，これらの政党は次のような協
定にこぎつけた。すなわち，１９７０年に憲法改正を行い，単一議会を定めて
一院制議会を拡大する。１９９０年代の初期に，スウェーデンの政治学者は次
のように述べた。すなわち，“実際には一院制体制へのいかなる批判も1970
年代と80年代に政治研究と国民討論の間で生じなかった。ただ，保守党は
国会における議席数の縮小を示唆したのである”（lbid .,p.160）。
ネブラスカ州（１９３７年）
米国は中西部のネブラスカ州（人口１６０万人）において，直接選出され
た第二院の廃止は，迅速にかつ容易に実現されたとはいえない。その構想
は当初，州議会の合同委員会によって１９１５年に提案され，そして１９１９年―
１９２０年の憲法会議において１票差で葬りさられた（実際には，投票は可否
同数であった）。一院制議会の提案は１９１７年，１９２５年および１９３３年にも提
案されたが，成立しなかった。住民発案に基づき，一院制議会は１９３４年１１
月の住民投票において２８万６，０８６対１９万３，１５２（５９．７％の賛成）で成立にこ
ぎつけ，１９３７年１月から施行された。皮肉なことに，一院制議会は“上院”
と称されたのである。
このような結果を導いた重要な要因として，連邦上院議員ジョージW
・ノリス（George W・Norris）による精力的な運動が挙げられる。二院
制議会に反対して生じた主要な議論として，両院間の衝突を仲介する両院
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協議会の手続き上の秘密的な体質があった。すなわち，他の院の不人気な
決定の責任を転換しようとする一院の議員の傾向（その慣習は“責任転換”
として知られている），しかもそれは，二院制議会の腐敗の隠蔽を容易に
するものと考えられた。一院制議会はまた，以下のような指摘を受けて擁
護された。つまり，一院制議会は州議会議員の数を減少させ，また違憲立
法審査，知事の拒否権および住民投票がすでに，権力乱用に対して必要な
すべての抑制手段となっていた。この提案が成功したその他の要因として，
大恐慌の打撃がとくに米国内の中西部で厳しかったこと，経済的事情，ま
たこれまでの会期での州議会議員の不活発な活動など，が挙げられる。
ネブラスカの運動は，その他の州で模倣の試みのすべてが失敗したよう
に，独特のものであった。ある著者は以下のように公言した。“ネブラス
カ州議会で証明されたことで特に強調すべきは，他の州の二院制議会より
はるかに効率的であったことである”。また他の著者は，“４０年の経験があ
ったにせよ，一院制議会の長所を全く証明していない”と結論づけている。
だが，その他の多くの文献によれば，ネブラスカの一院制議会を積極的
に評価している。この問題に関して数多くの研究に基礎を置いたクレデ・
シニダー（Clyde Snider）は以下のように結論を下している。“全体的に
見れば，一院制議会は著しい成功を収めたように思われる”と。そして，
立法上の責任集中，州議員の教育水準と経験向上，などをその根拠として
引用している。その他の著者は，“妥協的な立法を成立させるために会期
の終盤の典型的な目的が―例えば，ハリスバーグとオールバニーで特に顕
著だが―排除されたという。何故なら，二つの議院の代表たる両院協議会
はもはや存在しなくなったからである”，と述べている。立法上の効率に
関する比較研究を解説した最近の研究によれば，“ネブラスカ州議会に高
い評価を与えているが，それはもっぱら一院制の特徴と小さい規模の故で
ある，と結論づけている。一院制州議会は，単純で理論的にも，一般の有
権者に理解しやすかった”のである。
ネブラスカは現在，米国で唯一の一院制議会であり，またこの国では唯
一の非党派的州議会であるいう二重の特徴と結びつけられているが，その
事実は，明らかに後者の効果と前者の効果を区別することを困難にしてい
る。確かに，以前の状態と比較するなら，一院制議会が州議会の仕事を減
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少させたとか不満を生み出したとは，誰も述べていない。恐らく，最も多
く語られた事実は，一院制議会が持ちこたえたというのではなく，65年以
上にわたって，明らかにそれを元に戻すといういかなる重大な試みが見ら
れなかったことである（Ibid ., pp.160 -161，拙著『ネブラスカ州における一
院制議会』［東信堂，２００７］を参照）。
ケベック州（１９６９年）
ケベック州（人口７３０万人）は，上院を廃止したカナダの最後の州であ
る。１７９２年に州議会を導入して以来，上院は州で実施された組織の特色の
一つであった。上院は早くから存在し，国王により終身任命された（１８４８
年に責任ある政府が出現した以降，それは現在の政府を意味する），た
だ，１８５６年―６７年の短期間は除かれる，その時期には，大部分の上院議員
は下院と同じく有権者によって７年任期で選出されていた。この経験は多
数の政治家の不満を生み出し，彼らは１８６７年に，新しく選出されたケベッ
ク州の２４の上院議席について，終身任命に戻した。そして１９６３年から，上
院議員は７５歳で引退を義務づけられた日以降に任命されることになった。
憲法の規定によれば，上院はすべての法案に完全な拒否権を有し，その
中には上院自身の廃止や改革に関する規定も含まれ，固定された規模の故
に窮地に陥ることはなかった。１８７８年と１９００年に下院で採択された（上院）
廃止法案は，上院で否決された。上院ではまた，英国の上院が有する権限
と同じく，その権限を縮小する１９６５年の試みを巧みに阻んだ。最終的
に，１９６８年秋，バートランド（Bertrand）首相は野党の支持も得た上で，
廃止法案に同意するため，上院で多数派を占めていた自分が所属する党の
上院議員を納得させた。ただしそれは，上院議員が死亡するまで，上院議
員の年俸に相当する年金を支払ったからである。“それは高い代価であっ
た。しかし，それは十分検討する価値があった”と，後にレベスキュウ
（Levesque）首相は解説した。当該法案は１９６９年１月１日に施行され，そ
の際，下院の議事手続きの全面的な検討も同時に行われ，その中には常任
委員会制度の活性化も含まれていた。
上院は，廃止のかなり以前から検討違いの批判を受けており，１９６０年代
までにほとんど評判を失っていた。全盛時代は１８７８年と１９００年の間の数年
間で，その当時，上院はリベラルな政権が提出した法案にたびたび反対し
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た。上院は，下院における支配政党の内部分裂で政府の変化が生じるまで
歳出を遅らせ，１８７９年にはジョリ（Joly）政権を打倒した。また１８９８年に
は，上院は教育省の創設を定めた法案を否決した。そして１９６４年―６５年に，
上院はカナダ憲法改正案も否決したのである。
それ以降，古い上院の消滅が語られることはまったくなかったし，また
それを元に戻すため州議会でいかなる試みもなされなかった。しかしなが
ら，前首相のピリ・マロック・ジョンソン（Pierre Marc Johnson）首相は
１９８６年，野党であったときに，議会により直接選出された第二院構想を提
示した。しかし，彼の考えは国民の間で嘲笑に付され，それは包括的な計
画にも発展せず，１年後に彼が政治から離脱した以後は，忘れられてしま
った。１９７０年代および１９８０年代のケベックの厳格な言語法が，上院におい
て無修正で成立するかどうかは予断できなかった。いかなる場合でも，裁
判所は存続するパリティ・ケベック政府の最も積極的なナショナリスト運
動に対して効果的でかつ称賛に値する抑止力であることを示した。実に多
くの州民が，州議会に対する行政府支配に懸念を表明した。しかし，改革
者たちにとって，新しい第二院創設よりも，政党規律の緩和と比例選挙制
の導入のほうが，好ましい方法だと考えられた（Ibid ., pp.162 -163）。
クィーンズランド州（１９２２年）
クィーンズランド州（人口：３４０万人）は，第二院を持っていない唯一
のオーストラリア内の州である。前の上院は，ケベックと比べると多くの
点で似通った点があった。すなわち，上院議員は終身任命制で，議員数は
１５名であるが，しかしその他にも任命することができた。その結果，上院
が廃止された時には，議員数は５６名に増大していた。上院の権限は，下院
と同等である。ただ，下院で起草され，上院で２会期連続して否決された
法案が，住民投票で住民に付されるようになった１９０８年以降は別である。
ある文献によれば，“上院は常に不人気であった”という。その運命
は，１９１５年に労働党が政権の座に就くや決断を下され，労働党は上院の廃
止を明言した。次の２年間，上院は２度も自身の廃止を拒絶し，１９１７年に
は住民投票を先導した。住民投票は否決された（１７万９，１０５対１１万６，１９６）
ものの，セオドア首相（Theodore）は意思をまげず，その問題を立ち消
えにさせなかった。（上院）廃止法案は，１９１８年と１９１９年にも上院で再び
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否決された。そのため，セオドア首相は，１９２０年，これを選挙運動の中心
的争点に据えることを提案し，選挙ではセオドアが勝利した。彼はいかな
る種類の上院も必要ないと考え，そしてシェーズの合理性，つまり選出さ
れない者は議会制民主主義を破壊し，一方，特権階級は余計だという考え
を採用した。１９２１年，上院廃止法案が下院を通過し，それは後に，労働党
上院議員の“特別隊”任命に対する上院の謝辞を得て支持された。州憲法
を改正する法案と同じく，総督ナザン（Nathan）の以下のような所見，
すなわち，“一般的に，私は与えられたこの同意に反してこの国で強力な
もしくは幅広い意見の証拠が存在していると述べることはできません”，
という明快な見解により，当該法案は国王の満足を得て，ロンドンに送付
された。英国政府は，これは本質的には地方の問題であるとし，法案につ
いて１９２２年５月２３日，同意を与える旨の見解を示した。
それでは，上院廃止は正しい決定であったのか。上院が廃止された前後
に，下院事務総長であった人物の意見は，引用に値する。彼の意見では，
“廃止は何らかの破滅的なまたは取り返しのつかない悪習をもたらしたわ
けでない。確かに，それは立法を促進し単純化する効果があり，従って当
時，政権党は党の意思を直ちに浸透させることができた。もし，彼らが大
失敗を繰りかえしたり，彼らがあまりにも衝動的であったなら，彼らのみ
で責任をとらねばならなかったろう。もちろん，上院はろくに審議もされ
ず，非効率的に審議された立法を阻止したものの，しかし時々，抑制が正
しい結果をもたらしたかについては疑問が残るが，正しく任命された議院
が国民の明白な意思を繰り返し阻止したという事実には太刀打ちできなか
った”。
他方で，“クィンーズランドが第二院の不在により損害を受けたことを
示唆するいかなる証拠も存在しない”という，伝記作家セオドア（Theo-
dore）の断定的な発言が，問題となった。ベジュルケ・ピターセン（Bjelke
Petersen）〔１９６８年―８７年〕の議論を呼んだ首相の下での議会政治の悲惨な
状態は，一部では第二院の不信感につながった。その結果，オーストラリ
ア西部学会では，“クィンーズランド一院制議会の行動は，もし上院が取
り払われていたなら受けた代価について強力に言及するはめになったであ
ろう”，という結論をもたらした。
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一部の相対立する評価の解説は，クィンーズランドの一院制議会と二院
制議会の以前の汚名とを比較させるが，一方で，それは現在では，他の州
の上院とを比較させることにもなる。他の州の上院はすべて，直接選出さ
れ（ビクトリア以外の州では比例代表で），それは４０年前に利用したもの
に比べると，積極的に評価されている。
上院復活について後の保守政府の曖昧な希望は，いかなる第二院も復帰
させる前に住民投票の適用を求めるという，今でも有効な１９３０年代の立法
を採用することを労働党後継者に強く警戒させた。この立法自体は，住民
投票なしに修正することができなかった。その時以来，住民投票によって
憲法上の変化を支持するオーストラリア人のよく知られた曖昧な姿勢が，
一院制議会を定着させたように思える（そのことは，逆説的ながら，初期
の住民投票では投票者の６０．６％によって拒否されることになった）。ベジ
ュルケ―パターソンの下での，クィーンズランド議会生活への低い評価に
もかかわらず，上院の復活が，後に他の方法で改革した労働党政権により，
一つの解決策として構想されることは全くなかった（Ibid ., pp.163 -164）。
（６）結論
それでは将来，以上の問題はどのように展開されていくのであろうか？
最後に以下のことを示唆したい。すなわち，最近２０年の確かな兆候の中での
明白な反転現象にもかかわらず，一院制議会の展望は明るい。
連邦制国家はさておいて，第二院は多くの場合，急進的政策を進める政府
に反対する抑制，もしくは自由の権限停止に反対する牽制のいずれかを進め
てきた。多くの第二院が長い間，我々と一緒に存在してきたように思われる
としても，経験の示すところでは，同じ結末が異なった手段となることもあ
りえるし，それは今日では，第二院がしばしば果たしてきたもしくは今も果
たしているのと同様の多くの批判を生み出しているわけではない。
例えば，第二院が今日，政府のゆき過ぎを抑制した時，特に政府と立法府
の多数派が一緒に協力している議会制政治では，司法府の見解と結びついて
憲法上確立された権利章典が極めて有効であることが立証されている。一般
に，裁判官は政治家よりも国民の間では大きな信頼を得ている。彼らは上院
議員により促進された党派的議論よりも多くの場合，説得ある論述に彼らの
決定の根拠を置いている，ただ，その前提条件として，彼らが１９３０年代の米
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国で最高裁判所が果たした以上に賢く行動できたらの話である。
国民投票の結果が政府の要請に基づいていないとするなら，国民投票もま
た，反自由主義的な傾向を抑制するために第二院の代用としてある程度役立
つことができるかもしれない。例えば，野党によって支配されていたのに，
共産党禁止を英連邦政府が認める提案が１９５１年にオーストラリアで敗れたよ
うに，それは興味深いことに，上院は早くから阻止することができなかった。
政府に反対するメディアが最近数１０年間に採用した最も攻撃的な論調もまた，
有効な抑制力となった。
第二院の副次的で，ほとんど広く受け入れられない役割，すなわち，左翼
政府によって採択された急進的立法を抑制する場合，ここでも再び他の方法
が用意されている。グローバリゼーションと国際通貨基金（IMF）は，今日
おそらく第二院がかつて有していた以上に発展途上国の急進的動きを抑制す
るにあたりより効果的となっている。何故なら，抑制は立法にさいして国の
中で公然と行動している個々の確認できる集団から，むしろ顔の見えない“世
界的状況や国際的市場”から生じているからである。今日では，中央銀行は
政府から独立しているが，それは時々，左翼政府の促進する政策上の特徴で
あるインフレ的傾向から通貨政策を保護している（lbid ., pp.164-165）。
以上で紹介してきたように，Ｌ・マスコットによる単一国家と連邦制国家
における一院制議会に関する調査では，一院制議会が連邦制の不在，少数の
人口および領土の面積と深い関係を持っていることが立証されている。そし
て，１９１４年以降一般に，一院制議会は増大する傾向が見られる。また，今日，
「IPU（列国議会同盟）」構成国の間での一院制議会の優勢は，主として，１９６０
年および１９７０年代以前の植民地が独立国家となった数の増大によって説明さ
れる。この間，１９５０年代に二院制議会であった大部分の国家はその後も二院
制を採用している。しかしながら，１９８０年代と１９９０年代を通じて，多くの二
院制議会が廃止されるよりもむしろ創設されるか再建されているが，その理
由として，とりわけ多くの新しい民主的国家が二院制議会を選択したことが
挙げられよう。第二院を廃止した「民主的国家」である，ニュージーランド，
デンマークおよびスェーディン，並びにネブラスカ，ケベックおよびクイー
ンズランドといった州レベルに関する事例研究は多くの示唆を与えてくれた。
すなわち，すべてこれらの事例で明示されたことは，一院制議会の方向への
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＜図表１＞一度も第二院を設けていない国家（７９ヵ国）
アンドラ，アンゴラ，アルメニア，アゼルバイジャン，バングラデシュ，ベニン，
ブータン，ボツワナ，ブルガリア，カメルーン，カボヴェルデ，中央アフリカ，チャ
ド，コートジヴォアール，キプロス，ジブチ，ドミニカ，赤道ギニア，エリトリア，
フィンランド，ガンビア，グルジア，ガーナ，グアテマラ，ギニア―コナクリー，ギ
ニア―ビサウ，インドネシア，イスラエル，キリバス，クウェート，ラトヴィア，レ
バノン，リヒテンシュタイン，リトアニア，ルクセンブルグ，マケドニア，マラウィ，
モルジヴ，マリ，マーシャル，モーリシャス，ミクロネシア，モルドヴァ，モナコ，
モンゴル，モザンビーク，ナウル，ニジェール，北朝鮮，パナマ，パプアニューギニ
ア，ルワンダ，セントキッツネヴィス，セントヴィンセント―グレナディン，サモア，
サンマリノ，サントメ－プリンシペ，セーシェル，シェラレオネ，シンガポール，ス
ロヴァキア，スロヴニア，ソロモン，スリナム，シリア，トーゴ，トンガ，チュニジ
ア，トルクメニスタン，ツヴァル，ウガンダ，ウクライナ，アラブ首長国，タンザニ
ア，ウズベキスタン，ヴァヌアツ，ベトナム，イエメン，ザンビア（lbid ., p.169）。
＜図表＞現在一院制であるが，過去に第二院を設けていた国家（３１ヵ国）
アルバニア（１９２８年まで），イラン（１９７９年まで），バーンディ（１９６５年～１９６６年），
イラク（１９５８年まで），チャイナ（１９２５年まで），ケニヤ（１９６３年～１９６６年），コンゴ
キンシャサ（１９６５年まで），ラオス（１９７５年まで），コスタリカ（１８４７年まで，１８５９年
～１８６９年），リビヤ（１９６９年まで），キューバ（１９６０年まで），ニュージーランド（１９５１
年まで），デンマーク（１９５３年まで），ニカラグア（１９７９年まで），エクアドル（１９７９
年まで），ペルー（１９９２年まで），エジプト（１９２５年まで），ポルトガル（１９７４年まで），
エルサルバトル（１８８６年まで），韓国（１９６０年～１９６1年），エストニア（１９３４年～１９４０
年），スリランカ（１９７１年まで），ギリシャ（１８６２年まで，１９２７年～１９３５年），スーダ
ン（１９５３年～１９５８年）ハンジュラス（１８６５年まで），スウェーデン（1９５３年～１９５８年），
ハンガリー（１９１８年まで，１９２６年～１９４５年），ターキー（１９２３年まで，１９６１年～１９８０
年），ガイアナ（１９６６年まで），ベネズエラ（１９９９年まで），アイスランド（１９９１年ま
で），ジンバブエ（１９６９年～１９８９年）（lbid , p.170）。
動きが非民主的国家で生じていた一院制議会の方向への動きとは対照的に，
批判的に捉えられていない事実である。ただ，非民主的国家においては，時々，
第二院が復活したことも留意すべきである。
Ｌ・マスコット論文は，一院制議会について最も規模が大きく詳細な研究
であって，一院制議会を採用している国家の背景説明としては優れた知見で
ある。彼の研究は，いわば「定性的分析」である。ただ，欲をいえば，我々
としては世界の各地域ごとの「定量的データー」も欲しかった。そこで，次
章においては，新たにアジア，オセアニア，中東，北・中・南アメリカ，欧
州，アフリカおよび独立共同体の都合７地域ごとに，二院制議会と一院制議
会国とに分けて，一院制議会を拝用している国家の「定量的分析」を試みる。
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３，一院制議会と二院制議会国家の比較考察
（１）２００７年段階の現状
日本の時事通信社が発行している『世界年鑑 ２００８年版』によれば，２００７
年時点で存在している世界の国家１９５ヵ国のなかで，二院制議会を採用して
いる国家は７７ヵ国であった。一方，一院制議会を採用している国家は１１８ヵ
国であり，前者と後者の割合は３９．５％対６０．５％で，一院制議会を設けていた
国家は６割に達している。
これを２０年前の１９８７年，また４０年前の１９６７年と比べると，次のような変化
が見てとれる。まず最初に，１９８７年には，当時存在した世界の国家１６３ヵ国
のなかで，二院制議会を採用していた国家は５１ヵ国である。一方，一院制議
会を採用していた国家は１１２ヵ国であった。前者と後者の割合は，各 ３々１．２９％
と６８．７１％であり，一院制議会を設けていた国家は，約７割に近かった。
次に，４０年前の１９６７年の実情はどうかというと，当時存在した世界の国家
124ヵ国の中において，二院制議会を採用していた国家は５１ヵ国であった。
一方，一院制議会を採用していた国家は７３ヵ国であった。前者と後者の割合
は，４１．１％対５８．９％であり，一院制議会を設けていた国家が約６割に近かっ
た。
この４０年間，すなわち，１９６７年から２００７年の間の傾向を比較・検討するな
らば，世界の国家群の中で，一院制議会を設けていた国家は二院制議会を設
けていた国家よりもはるかに多いことがわかる。ただ，Ｌ・マスコット論文
の分析でも指摘されているように，また図表からも明らかなように，一時
的に一院制議会の後退があったことは確かである（後述するように，この傾
向は地域別の研究でも同様に見られる）。しかしながら，全体的な歴史潮流
に焦点をあてるならば，一院制議会が増大する傾向は否定できない事実であ
るように思われる。
以上の点を考慮した上で，本章では2007年現在における世界の一院制議会
および二院制議会国家の分布状況を，地域ごとに見ていき，一院制議会を採
用している国家の特色を検討してみたい。
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＜図表＞最近の二院制採用国と一院制採用国
年 二院制採用国 割合 一院制採用国 割合
１９９５年 １８０国中５３国 ２９．４％ １２７国 ７０．６％
１９９９年 １７８国中６３国 ３５．４％ １１５国 ６４．６％
２００２年 １７９国中６５国 ３６．３％ １１４国 ６３．７％
２００３年 １８３国中６８国 ３７．２％ １１５国 ６２．８％
２００７年 １９５国中７７国 ３９．５％ １１８国 ６０．５％
出典：田中喜彦「二院制をめぐる論点」『ISSUE BRIEF』No.429（２００３年８月），
６頁，『世界年鑑 ２００８年版』により追加。
アジア地域
アジア地域では，国家は全部で７４ヵ国存在しており，その中で二院制議
会を設けている国家は９ヵ国である。一方，一院制議会を設けている国家
は１７ヵ国を数える。前者と後者の割合は，３５％対６５％であり，一院制を採
用している国家は６割強と多数を占めている。
二院制議会を設けている国家の中で，連邦制を採用しているのはマレー
シア，パキスタンおよびインドの３ヵ国である。これに対して，連邦制を
採用しながら，一院制議会を設けている国家は，ネパールおよびミャンマ
ーの２ヵ国に過ぎない。
アジア地域では，一院制議会を設けている国家（１７ヵ国）の中で社会主
義国家は７ヵ国もあり，Ｌ・マスコットが指摘したように，ここでも社会
主義国家が一般的に一院制議会を採用する傾向にあることが確認できる。
次に，視点を変をえて，二院制議会を採用している国家の１ヵ国当たり
の平均議席数を見て見ると，４４２．４であり，人口４２万２千人当たり１議席
が配分されていることになる。また，二院制議会を採用している国家の平
均面積は，７１万５千平方キロとなっている。
これに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は３４０．２であり，人口２８万９千人当たり１議席が配分されていること
になる。また，一院制議会を採用している国家の１ヵ国あたりの平均面積
は８２万５千平方キロとなっている。
オセアニア地域
オセアニア地域では，国家は全部で１５ヵ国存在し，その中で二院制議会
を設けている国家は４ヵ国あり，一方，一院制議会を設けている国家は１１
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ヵ国を数える。前者と後者の割合は，２７％対７３％であり，一院制議会の国
家は７割超の多数を占めていることがわかり，同地域では，一院制議会を
採用している国家が多いのが目立つ。もしかして，ニュ－ジーランドが１９５１
年に二院制議会から一院制議会に転換した影響があるのかもしれない。
この地域における二院制議会の国家で，連邦制を採用しているのはオー
ストラリア１ヵ国のみである。ただ，ミクロネシアは連邦国家であるもの
の，一院制議会を採用している。
次に視点を変えて，二院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平
均議席数を見ると，９３．２５であり，人口５万８千人当たり１議席が配分さ
れていることになる。また，オセアニア地域１ヶ国あたりの平均面積は１９４
万平方キロとなっている。
それに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は４８．７であり，人口２万４千人当たり１議席が配分されていることに
なる。また，オセアニア地域での１ヶ国あたりの平均面積は７万平方キロ
となっている。
中東地域
中東地域では，国家は全部で２１ヵ国存在しており，その中で二院制議会
を設けている国家は９ヵ国である。一方，一院制議会を設けている国家は
１２ヵ国である。前者と後者の割合は４３％対５７％であり，一院制議会の国家
は約６割に近い。中東地域では，イラクは連邦国家であるものの，一院制
議会を採用しているのが目につく。
二院制議会を採用している国家の１ヶ国当たりの平均議席数は３４４．５で
あり，人口６万５千人当たり１議席が配分されている勘定になる。また，
中東地域の１ヵ国あたりの平均面積は８７万６千平方キロとなっている。
これに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は２６５．８であり，人口８万４千人当たり１議席が配分されていること
になる。また，中東地域の１ヶ国あたりの平均面積は６３万平方キロとなっ
ている。
アフリカ地域
アフリカ地域において，国家は全部で４６ヵ国存在してあり，その中で二
院制議会を設けている国家は１５ヵ国である。一方，一院制議会を設けてい
148
る国家は，３１ヵ国を数える。前者と後者の割合は，３３％対６７％の割合であ
り，一院制議会を採用している国家は約７割に近く，かなり多い。
アフリカ地域で一院制議会を採用している国家の特徴は，比較的新しい
国家が多く，しかも，人口が少なくかつ面積も小さいことである。その大
多数は，第二次世界大戦以後に独立した国家である。
アフリカ地域において，連邦国家を採用して二院制議会を設けているの
は，１５ヵ国中２ヵ国（エチオピアとナイジュリア）のみである。一方，連
邦国家でありながら一院制議会を採用している国家は，３３ヵ国中２ヵ国（コ
モロ連合，タンザニア）である。なお，コモロ連合国家の場合，連合とい
っても同国の人口はわずか８４万人にすぎず，３つの島からなり，連邦制を
採用していることを付記しておく。
アフリカ地域において，二院制議会を採用している国家１ヵ国当たりの
平均議席数は２７４．３であり，人口10万６千人あたり１議席が配分されてい
ることになる。また，１ヵ国あたりの平均面積は５５万６千平方キロとなっ
ている。
それに対して，一院制議会を採用している国家１ヵ国当たりの平均議席
数は１４３．２であり，人口７万７千人当たり１議席配分されている勘定にな
る。また，１ヶ国あたりの平均面積は３９万平方キロである。
北・中・南アメリカ地域
いわゆる北・中・南アメリカ地域では，国家は全部で３５ヶ国存在してお
り，その中で，二院制議会を設けている国家は２０ヵ国を数える。一方，一
院制議会を設けている国家は１５ヵ国である。前者と後者の割合は，５７．１％
対４２．９％であり，その他の地域とは異なり，この地域では，二院制国家が
６割弱を占めており，極めて珍しい。過去を遡ってみても，一院制議会の
割合は，１９８７年の段階で４０％，また１９６７年の段階でも４２．２％であり，北，
中，南アフリカ国家では，伝統的に二院制議会を採用する傾向が顕著であ
るといえる。これは，今回のささやかな調査で得た大きな発見であった。
一般的にいって，米国やカナダなどでは建国当初から二院制議会を採用
した伝統があり，また連邦制を採用している国家で二院制議会を設けてい
るのは，米国，カナダ，メキシコ，アルゼンチンおよびブラジルと５ヵ国
も存在している。一方，連邦国家で一院制議会を設けている国家は，１５ヵ
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国中２ヵ国（セントクルストフォーネビスとベネズエラ・ボリバル）に過
ぎない。
二院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議席数は２０８．５で
あり，人口１８万８千人あたり１議席配分されていることになる。また，１
ヶ国あたりの平均面積は１８２万平方キロである。
それに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は，１１８．２であり，人口６万９千人あたり１議席配分されていること
になる。また，１ヶ国あたりの平均面積は，２２万，８千平方キロである。
欧州地域
欧州地域の国家は，全部で４０ヵ国を数える。その中で二院制議会を設け
ている国家は１５ヵ国で，これに対して一院制議会を採用している国家は２５
ヵ国である。前者と後者の割合は，３７％対６３％というように，一院制議会
の国家が６割を超えている。
この地域の特徴として，一院制議会を設けている国家では，面積が小さ
くしかも人口が少ないことである。また，二院制議会を設けている国家（１５
ヵ国）の中で，ドイツ，ベルギー，オーストリアおよびスイスのように連
邦制を採用している国家が４ヵ国存在しているのもこの地域の特徴である。
二院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議席数は４６５であ
り，人口６万２千人あたり１議席配分されていることになる。また，この
地域の平均面積は１９万２千平方キロである。
それに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は１４８であり，人口２万７千人あたり１議席配分されている勘定であ
る。また，ここ地域における平均面積は８４００平方キロである。
独立共同体地域
ロシアを含む独立共同体地域の国家は，全部で８ヵ国を数え，その中で
二院制議会を設置している国家が５ヵ国存在している。一方，一院制議会
を設けている国家は７ヵ国を数える。前者と後者の割合は，４２％対５８％で
あり，一院制議会が約６割を占めている。一院制を採用している国家は，
ウクライナを別にすれば，総じて人口が少なくかつ面積も小さいのが特徴
である。
大国ロシアはソ連から変わっても連邦制を維持している国家で，二院制
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議会を堅持している。なお，一院制議会を採用している国家では，過去に
社会主義国家であったところが少なくない。
二院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議席数は，２５２．４
であり，人口１６万９千人あたり１議席配分されていることになる。また，
平均面積は４１１万平方キロである。
これに対して，一院制議会を採用している国家の１ヵ国当たりの平均議
席数は１６８．８であり，人口６万４千人あたり１議席配分されていることに
なる。また，この地域の平均面積は２０万９千平方キロである。
（２）調査の概要
以上のきわめて単純な調査結果から得られた知見は，第２章で紹介した L
・マスコットの調査結果とほぼ同様なものである。すなわち，第一に，一院
制議会を設けている国家は多少のでこぼこがあったものの，総じて増大する
傾向にあり，その流れを変えることはできないように思われる。第二に，連
邦制を採用している国家は，確かに例外が存在するものの，二院制議会を設
けている場合が少なくない。そして，第三に，社会主義を採用していたない
し現に採用している国家の間では，一般に一院制議会を設けているところが
多い。さらにつけ加えれば，北，中，南アメリカ諸国では，歴史的にまた伝
統的に二院制議会を設けているところが多く，一院制議会を採用していた国
家は過去４０年間にわたって４０％弱であった。また，総じていえば，一院制を
採用している国家は人口が少なくかつ面積も小さい国家が多い傾向にあるこ
とも指摘しておきたい。
なお，今回のささやかな調査では，二院制議会を採用している国家と一院
制議会を採用している国家の各々の議席数，人口および面積も加えており，
また，前者と後者の平均議席数，人口当たりの平均議席および平均面積も算
出しておいた。当然のことながら，二院制議会を採用している国家の１ヵ国
当たりの平均議席数は，一院制議会を採用している国家のそれの“約２倍で
あった”ことのみを指摘するに留めておきたい。いずれにせよ，以上で紹介
したささやかな調査が今後の研究のための参考材料になれば幸いである。た
だ，本章では，筆者の力不足から，いわゆる“定量的”分析を試みたものの，
しかし，“定性的”分析までいたらなかったことをお断りしておきたい。
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＜図表＞ 世界の二院制と一院制国家（２００７年現在）：出典『世界年鑑，２００８年版』
＜アジア地域＞
二院制 ９ヵ国（３５％），平均議席４４２．４，人口４２万２千人に１議席，平均７１万平方キロ
日本 フィリピン マレーシア タイ カンボジア パキスタン
４８０＋２４２＝
７２２議席
２５０＋２４＝
２９４
２１９＋７０＝
２８９
４８０＋１５０＝
６３０
１２３＋６１＝
１８４
３４２＋１００＝
４４２
１億２７０５万
３４７１人
８７９６万 ２６５７万２０００ ６３８８万４０００ １４４４万
１億６３９０万
２０００
３７万７９２５，７９
平方キロ
３０万 ３２万９８４７ ５１万３１１５ １８万１０３５ ７９万６０９５
インド アフガニスタン ブータン
５４５＋２４５＝
７９０
２４９＋１０２＝
３５１
５５＋２５＝
８０
１１億６９０１万 ２７１４万５０００ ６７万２４２５
３２８万７２６３ ６５万２０９０ ４万７０００
一院制 １７ヵ国（６５％），平均議席３４０．２，人口２８万９千人に１議席，平均８２万５千平方キロ
大韓民国 北朝鮮 中国 台湾 モンゴル インドネシア
２９９議席 ６８７ ２９６６ １１３ ７６ ５５０
４８２２万４０００人 ２３６１万２０００ １３億１４４８万 ２２９３万 ２６２万９０００
２億３１６２万
７０００
９万９５３８平方
キロ
１２万３１３８ ９６０万 ３万６１８８ １５６万４１１６ １９０万４５６９
シンガポール
ブルネイ・
ダルサラーム国
東ティモール ベトナム ラオス
バングラディ
シュ
８４ ２９ ６５ ５００ １１５ ３００
４４３万６０００ ３９万 １１５万５０００ ８７３７万５０００ ５８５万９０００ １億５８６０万
６８３ ５７６６ １万４８７４ ３３万１６８９ ２３万６８００ １４万３９９８
スリランカ ネパール モルディブ ミャンマー 香港
２２５ ３３０ ５０ ４８５ ６０
１９２９万９０００ ２８１９万６０００ ３０万６０００ ４８７９万８０００ ６８６万
６万５６１０ １４万７１８１ ２９８ ６７万６５７８ １１０４
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＜オセアニア地域＞
二院制 ４ヵ国（２７％），平均議席９３．２５，人口５万８千人に１議席，平均１９４万平方キロ
オーストラリア フィジー諸国 パラオ共和国 北マリアナ諸国
１５０＋７６＝
２２６議席
７１＋３２＝
９３
１６＋９＝
２５
２０＋９＝
２９
２０７４万３０００ ８５万 ２万 ８万４０００
７７４万１２２０ １万８２７４ ４５９ ４６４
一院制 １１ヵ国（７３％），平均議席４８．７，人口２万４千人に１議席，平均７万平方キロ
ニュージー
ランド
パプア
ニューギニア
ソロモン諸島 バヌアツ共和国 トンガ王国 ナウル共和国
１２０議席 １０９ ５０ ５２ ３０ １８
４１７万９０００人 ６３３万１０００ ４９万６０００ ２２万６０００ １０万 １万
２７万５３平方
キロ
４６万２８４０ ２万８８９６ １万２１８９ ７４７ ２１
キリバス
ミクロネシア
連邦
マーシャル
諸島
サモア ツバル
４６ １４ ３３ ４９ １５
９万５０００ １１万１０００ ５万９０００ １８万７０００ １万１０００
７２６ ７０２ １８１ ２８３１ ２６
＜中東地域＞
二院制 ９ヵ国（４３％），平均議席３４４．５，人口６万５千人に１議席，平均８７万６千平方キロ
エジプト・
アラブ共和国
ヨルダン・
ハシム王国
オーマン・
スルタン国
バーレン王国 チェニジア スーダン
４５４＋２６４＝
７１８議席
１１０＋５５＝
１６５
８４＋６０＝
１４４
４０＋４０＝
８０
１８９＋１２６＝
３１５
４００＋５２＝
４５２
７５５０万人 ５６０万 ２５９万５０００ ７５万 １０３３万 ３８５６
１００万１４４９
平方キロ
８万９３４２ ３０万９５００ ７２０ １６万３６１０ ２５０万５８１３
アルジェリア モロッコ
モーリタニア
・イスラム
３８９＋１４４＝
５３３
３２５＋２７０＝
５９５
９５＋５６＝
１５１
３３８５万８０００ ３１２２万４０００ ３１２万４０００
２３８万１７４１ ４４万６５５０ １０２万５５２０
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一院制 １２ヵ国（５７％），平均議席２６５．８議席，人口８万４千人に１議席，平均６３万平方キロ
トルコ共和国 イスラエル国
イラン・
イスラム
シリア・
アラブ共和国
レバノン
共和国
イラク
５５０議席 １２０ ２９０ ２５０ １２８ ２７５
７４８８万人 ７１１万 ７１２０万８０００ １９９２万９０００ ４０９万９０００ ２８９９万３０００
７８万３５６２
平方キロ
２万２０７２ １６４万８１９５ １８万５１８０ １万４００ ４３万８３１７
サウジ
アラビア王国
クウェート
イエメン
共和国
カタール アラブ首長国
大リビア
アラブ社会
主義人民
マジャリャ国
１５０ ５０ ３０１ ３５ ４０ １０００
２４７３万５０００ ２８５万１０００ ２２３８万９０００ ８４万 ４３８万 ６１６万人
２１４万９６９０ １万７８１８ ５２万７９６８ １万１０００ ８万３６００ １７５万９４５０
＜アフリカ地域＞
二院制 １５ヵ国（３３％），平均議席２７４．３，人口１０万６千人当たり１議席，５５万６千平方キロ
エチオピア
セネガル
共和国
リベリア
共和国
ナイジェリア ルワンダ
ブルンジ
共和国
５４７＋１０８＝
６５５議席
１５０＋１００＝
２５０
６４＋３０＝
９４
３６０＋１０９＝
４６９
８０＋２６＝
１０６
１１８＋４９＝
１６７
８３０９万９０００人 １２３８万 ３７５万
１億４８０９万
３０００人
９７２万５０００ ８５０万８０００
１１０万４３００
平方キロ
１９万７０２１ １１万１３６９ ９２万３７６８ ２万６３３８ ２万７８３４
コンゴ民主
共和国
コンゴ共和国 ガボン共和国
ジンバブエ
共和国
スワジランド
共和国
南アフリカ
共和国
５００＋１０８＝
６０８
１３７＋６６＝
２０３
１２０＋９１＝
２１１
２１０＋９３＝
３０３
６５＋３０＝
９５
４００＋９０＝
４９０
６２６３万６０００ ３７６万８０００人 １３３万１０００人 １３３４万９０００ １１４万１０００人 ４８５７万
２３４万４８５８ ３４万２０００ ２６万７６６７ ３９万７５７ １万７３６４ １２２万１０３７
ナミビア
共和国
レソト王国
マダカスカル
共和国
７８＋２６＝
１０４
１２０＋３３＝
１５３
１２７＋９０＝
２１７
２０７５万４０００人 ２００万８０００人 １９６８万３０００
８２万４２９２ ３万３５５ ５８万７０４１
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一院制 ３１ヵ国（６７％），平均議席１４３．２議席，人口７万７千当たり１議席，
平均面積３９万平方キロ
ソマリア
共和国
ジブチ共和国 エリトリア国 ケニア共和国
ウガンダ
共和国
タンザニア連
合共和国
２７５議席 ６５ １５０ ２２４ ３３３ ３２２
８６９万９０００人 ８３万３０００ ４８５万１０００ ３７５３万８０００ ３０８８万 ４０４５万
６３万７６５７平方
キロ
２万３２００ １１万７６００ ５８万３６７ ２４万１５５１ ９４万５０８７
チャド共和国
ニジェール
共和国
マリ共和国
ガンビア
共和国
ギニアビサウ
共和国
ギニア共和国
１５５ １１３ １４７ ５３ １００ １１４
１０７８万 １４２２万６０００ １２３３万７０００ １７０万９０００ １６９万５０００ ９３７万
１２８万４０００ １２６万７０００ １２４万１９２ １万１２９５ ３万６１２５ ２４万５８５７
シエラレオネ
共和国
コート
ジボアール
ブルキナ
ファソ
ガーナ共和国 トーゴ共和国 ベナン共和国
１２４ ２２５ １１１ ２３０ ８１ ８３
５８６万６０００ １９２６万 １４７８万 ２３４７万８０００ ６５８万５０００ ９０３万３０００
７万１７４０ ３２万２４６２ ２７万４０００ ２３万８５３７ ５万６７８５ １１万２６２２
ガボべルデ
共和国
サントメ・
プリンシペ
カメルーン
共和国
中央アフリカ
共和国
赤道ギニア
共和国
アンゴラ
共和国
７２ ５５ １８０ １０５ １００ ２２３
５３万 １５万８０００ １８５４万９０００ ４３４万３０００ ５０万７０００ １７０２万４０００
４０３３ １００１ ４７万５４４２ ６２万２９８４ ２万８０５１ １２４万６７００
ザンビア
共和国
マラウイ
共和国
モザンビーク
共和国
ボツワナ
共和国
モーリシャス
共和国
コモロ連合
１５８ １９３ ２５０ ６１ ７０ ３３
１１９２万２０００ １３９２万５０００ ２１３９万７０００ １８８万２０００ １２６万２０００ ８３万９０００
７５万２６１８ １１万８４８４ ８０万１５９０ ５８万１７３０ ２０４０ ２２３５
セーシェル
共和国
３４
８万７０００
４５５
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＜北・中・南アメリカ＞
２院制 ２０ヵ国（５７％），平均議席２０８．５議席，人口１８万８千人当たり１議席，
平均面積１８２万平方キロ
アメリカ カナダ メキシコ ベリーズ ハイチ共和国
ドミニカ
共和国
４３５＋１００＝
５３５
３０８＋１０５＝
４１３
５００＋１２８＝
６２８
３１＋１３＝
４４
９９＋３０＝
１２９
１７８＋３２＝
２１０
３億５８２万人 ３２９７万 １億６５４万 ２８万８０００ ９５９万８０００ ９７６万
９６２万９０９１
平方キロ
９９７万６１０ １９６万４３７５ ２万２９６５ ２万７７５０ ４万８７３４
ジャマイカ バハマ バルバトス グレナダ
トリニダード
・トバコ
セントルシア
６０＋２１＝
８１
４１＋１６＝
５７
３０＋２１＝
５１
１５＋１３＝
２８
４１＋３１＝
７２
１７＋１１＝
２８
２７１万４０００ ３３万１０００ ２９万４０００ １０万６０００ １３３万３０００ １６万５０００
１万９９１ １万３９３９ ４３０ ３４４ ５１３０ ５３９
アンティグア
・バーブーダ
アルゼンチン ブラジル連邦 チリ コロンビア ボリビア
１７＋１７＝３４
２５７＋７２＝
３２９
５１３＋８１＝
５９４
１２０＋３８＝
１５８
１６６＋１０２＝
２６８
１３０＋２７＝
１５７
８万５０００ ３９５３万 １億９１７９万 １６６３万 ４６１５万 ９５２万
４４２ ２７８万４００ ８５１万４８７７ ７５万６０９６ １１３万８９１４ １０９万８５８１
パラグアイ
共和国
ウルグアイ
東方共和国
８０＋４５＝
１２５
９９＋３０＝
１２９
６１２万７０００ ３３４万
４０万６７５２ １７万５０１６
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一院制 １５ヵ国（４３％），平均議席１１８．２議席，人口６万９千人当たり１議席，
平均面積２２万８千平方キロ
グアラテルマ
共和国
エルサルバト
ル共和国
ニカアグア コスタリカ パナマ
キューバ
共和国
１５８ ８４ ９２ ５７ ７８ ６１４
１３３５万４０００人 ６８５万７０００ ５６０万３０００ ４４６万８０００ ３３４万３０００ １１２６万８０００
１０万８８８９
平方キロ
２万１０４１ １３万 ５万１０００ ７万５５１７ １０万９８８６
ドミニカ
セントビンセ
ントグルナデ
ィーン
セントクリス
トフォーネビ
ス
ペルー共和国
ベネズエラ・
ボリバル
エクアドル
共和国
３０ ２１ ２２ １２０ １６７ １００
６万７０００ １２ ５ ２７９０ ２７６６ １３３４
７５１ ３８８ ２６２ １２８万８６ ９１万６４４５ ２８万３５６１
ガイアナ共同
共和国
スリナム
共和国
ホンジュラス
共和国
６５ ５１ １２８
７３万８０００ ４５万８０００ ７１０万６０００
２１万４９６９ １６万３８２０ １１万２４９２
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＜欧州＞
２院制 １５ヵ国（３７％），平均議席４６５議席，人口６万２千人当たり１議席，
平均面積１９万２千平方キロ
イギリス アイルランド フランス ドイツ ベルギー王国 オランダ
６４６＋５４０＝
１１８６
１６６＋６０＝
２２６
５７７＋３３１＝
９０８
５９８＋６９＝
６６７
１５０＋７１＝
２２１
１５０＋７５＝
２２５
６０７６万９０００人 ４３０万１０００ ６１６４万７０００ ８２５９万 １０４５万７０００ １６４２万
２４万２５１４
平方キロ
７万２７３ ５５万１５００ ３５万７０９３ ３万５２８ ４万１５２８
オーストリア
共和国
スイス イタリア スペイン ポーランド チェコ共和国
１８３＋６２＝
２４５
２００＋４６＝
２４６
６３０＋３２２＝
９５２
３５０＋２５９＝
６０９
４６０＋１００＝
５６０
２００＋８１＝
２８１
８３６万１０００ ７４８万 ５８８８万 ４４２７万９０００ ３８０８万 １０１８万
８万３８５８ ４万１２８４ ３０万１３１８ ５０万５９９２ ３１万２６８５ ７万８８６６
ルーマニア
ボスニア・ヘ
ルチェゴビナ
スロベニア
３３２＋１３７＝
４６９
４２＋１５＝
５７
９０＋４０＝
１３０
２１４４万 ３９３万５０００ ２００万
２３万８３９１ ５万１１９７ ２万２５６
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一院制 ２５ヵ国（６３％），平均議席１４８議席，人口２万７千人当たり１議席，
平均面積８，４００平方キロ
ルクセン
ブルク
リヒテン
シュタイン
サンマリノ ポルトガル ギリシャ キプロス
６０ ２５ ６０ ２３０ ３００ ８０
４７万 ３万５０００ ３万１０００ １０６２万 １１１４万７０００ ８５万５０００
２５８６平方キロ １６０ ６１ ９万１９８２ １３万１９５７ ９２５１
モナコ公国 アンドラ公国 マルタ ノルウェー
スウェーデン
王国
フィンランド
２４ ２８ ６５ １６９ ３４９ ２００
３万３０００ ７万５０００ ４０万７０００ ４７０万 ９１１万９０００ ５２７万７０００
１．９５ ４６８ ３１５ ３８万５１５５ ４４万９９６４ ３３万８１４５
デンマーク アイスランド スロバキア ハンガリー セルビア モンテネグロ
１７９ ６３ １５０ ３８６ ２５０ ８１
５４４万２０００ ３０万１０００ ５３９万 １００３万 ９８５万８０００ ５９万８０００
４万３０９４ １０万３０００ ４万９０３５ ９万３０３０ ８万８３６１ １万４０２６
クロアチア マケドニア ブルガリア アルバニア リトアニア ラトビア
１５３ １２０ ２４０ １４０ １４１ １００
４５５万５０００ ２０３万８０００ ７６３万 ３１９万 ３９９万 ２２７万７０００
５万６５３８ ２万５７１３ １１万９９３ ２万８７４８ ６万５３００ ６万４５８９
エストニア 北キプロス・トルコ
１０１ ５０
１３４万 ３３５５
４万５２２７ ２５万７０００
＜独立国家共同体＞
２院制 ５ヵ国（４２％），平均議席２５２，４議席，人口１６万９千人当たり１議席，
平均面積４１１万８千平方キロ
ロシア ベラルーシ カザフスタン ウズベキスタン タジギスタン
４５０＋１６８＝
６１８議席
１１０＋６４＝
１７４
１０７＋４７＝
１５４
１２０＋１００＝
２２０
６３＋３３＝
９６
１億４２４９万
９０００人
９６８万９０００ １５３０万 ２７３７万２０００ ６７４万
１７０９万８２４２
平方キロ
２０万７５９６ ２７２万４９００ ４４万７４００ １４万３１００
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一院制 ７ヵ国（５８％），平均議席１６８．８議席，人口６万４千人当たり１議席，
平均面積２０万９千平方キロ
ウクライナ モルドバ グルジア アルメニア
アゼル
バイジャン
キルギス
４５０ １０１ ２３５ １３１ １２５ ９０
４６２０万５０００人 ３７９万 ４３９万５０００ ３００万２０００ ８４６万７０００ ５３１万７０００
６０万３７００
平方キロ
３万３８００ ６万９７００ ２万９８００ ８万６６００ １９万９９００
トルクメニス
タン
５０
４９６万５０００
４８万８１００
４，おわりに
最後に，話を再びわが国の事情に戻しておきたい。２００５年３月９日に報告され
た，「二院制と参議院の在り方に関する小委員長報告」において，当時委員長で
あった舛添要一参議院議員は小委員長報告書の中の「１，一院制・二院制の長所
・短所，是非」で，次のように述べていた。
「小委員会においては，最初に二院制ありきということではなく，国民にとっ
て一院制と二院制のどちらが望ましいかという立場からの議論が大事であるとの
意見を踏まえ，熱心な論議を行いました。一院制を支持する意見は，効率的な意
思決定や円滑な政権交代，また両院の役割・機能分担の困難さ等の点を挙げます。
他方，二院制を支持する意見の多くは慎重審議や多様な民意の反映等の点を理由
としております。一院制及び二院制それぞれの長所・短所は，言わば表裏の関係
にあります」。
確かに，桝添氏が指摘するように，一院制議会にも多くの欠点がないわけでは
ない。一院制議会の有する欠点としては，本論の冒頭でも指摘したところである
が，繰り返すと，（１）議会内での両院相互の均衡と抑制が働かない結果，議会
が暴走する可能性があり，ことに，同一政党が長期間にわたって政権を維持し続
ける場合その危険性が高まる，（２）一通りの審議で法律が成立しまうので，そ
の時々の雰囲気に流されて立法が行われる恐れがある，（３）投票の機会が半減
するため，議会に対する民意が反映されにくくなる，（４）一つの議会が解散・
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総選挙が行われていた時，必要な事態に対処できない可能性が生じる，（５）地
域代表の議院が存在しないため，地方の意見が国に届きにくい（http : //jia.wikipe-
dia.org/wiki/）。
以上述べた一院制議会への批判に対して，もちろん反論は可能である。しかし，
ここではその点に深く立ち入らない。詳しくは，拙著『ネブラスカ州における一
院制議会』（東信堂，２００８年）の第１章で詳述したので，そちらを参照されたい。
現在のわが国において，「一院制議会と二院制議会のどちらがのぞましいか」と
いった設問に関する，大規模な世論調査の結果を私は知らない。しかし，例え
ば，２００９年１月２６日に実施された「国会は一院制 or二院制？」によれば，投票
総数３３０票の中で，一院制に賛成が４４％（１５０票），二院制のままでいいが４８％（１６４
票），その他は７％（２５票）であった。この結果を見る限り，現代の日本では参
議院の存在を望む声の方が多いかもしれない（https : /www.chance.com/vote-
report.srt？id）。
最後に本論を閉じるにあたって，以下の疑問を提起して結びに代えたいと思う。
フランスの有名な政治思想家のジャン・ジャック・ルソーはその著作『社会契約
論』の中において，「主権は分割できない」と人民主権を説いている。ここでい
う人民主権とは，いうまでもなく“国民の意思”のことであろう。その国民の意
思は，果たして分割できるのであろうか？そのように考えるならば，国民の意思
を二つの議院に分けて審議する意義も不明確とならざるを得ない，と考えるが，
いかがなものであろうか（未完）。
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